
会派研究研修・視察調査報告書 
 
                          令和６年９月 19日 

常滑市議会議長様 

会 派 名  公明党議員団 
                    会派の代表者 加藤代史子 
 
会派等研究研修・視察調査について次のとおり報告します。 
 

記 
 
１ 期   日  令和６年７月１日（月）～７月３日（水） 
 
２ 研 修 名 

令和６年度市町村議会議員研修［３日間コース］社会保障・社会福祉 
 
３ 場   所  全国市町村国際文化研究所 
 
４ 参 加 者  加藤 代史子 
 
５ 研修の内容 
 ○７月１日 

・将来の社会保障の姿を考える 
    （一社）未来研究所臥龍 代表理事 

兵庫県立大学大学院社会科学研究科 特任教授  香取 照幸 
  ・これからの子育て支援 

日本福祉大学教育・心理学部子ども発達学科 教授  渡辺 顕一郎 
 ○７月２日 

・データから読み解く日本の少子化の要因 
聖路加国際大学 公衆衛生大学院 客員准教授  坂元 晴香 

  ・福祉・介護サービスの人材確保と育成 
    島根大学法文学部法経学科 教授  宮本 恭子 
  ・生活困窮者の実態と支援策 －社会保障・社会福祉のあり方を考える－ 
    大阪公立大学大学院生活科学研究科 教授  垣田 祐介 
  ・高齢者介護と地域共生社会における市町村議会の役割 

（株）ニッセイ基礎研究所 上席研究員  三原 岳 



 ○７月３日 
・意見交換・発表   

（株）ニッセイ基礎研究所 上席研究員  三原 岳 
 

６ 経費の報告 
常滑駅⇔名古屋駅       750×2＝1,500 円 

名古屋駅⇔唐崎駅         2,640×2＝5,280 円 

   特急券（名古屋⇔京都）   3,070×2＝6,140 円  

 研修受講費                      11,000 円 

   合      計                      23,920 円 

 

以上 



令和６年度市町村議会議員研修［３日間コース］社会保障・社会福祉 に参加して 

            公明党議員団   加藤代史子 

７月１日 １限目 

将来の社会保障の姿を考える 

 未来研究所臥竜 代表理事 

兵庫県立大学大学院社会科学研究科 特認教授  香取 照幸 

2040 年には 85 歳以上の高齢者が 1,000 万人まさに人口の８％になる。団塊の世代は 90

歳以上になる。また家族構成も変わり、核家族ではない、単身者の増加、多様化も考えられ

る。介護が必要でなくても生活の中での困りごとを抱える高齢者が増える。ゴミ出し、草刈

り、電球の取替など。今こそ人生 100 年時代の到来への準備をする時期である。 

病院への通院もできなくなり、訪問診療の需要が急激に増え、サービスの中心はアウトリ

ーチ型になる。人口減少も歯止めがかからず、生活関連サービスの縮小が起きる。 

社会構造の変化に即した子育て環境の整備が必要となる。幼稚園ニーズは減少。保育所ニ

ーズは増加。 

新たな自治体行政の基本的な考え方として、労働力の絶対量の不足、スマート自治体への

転換、自治体行政の標準化・共通化。新しい公共私の協力関係の構築。暮らしを支える担い

手の確保。 

コンパクトシティの形成に向けて、都市をコンパクトなものに作りかえる、必要な機能の

再配置をおこなうことが不可避。持続可能な都市経営、高齢者、子育て世帯の生活環境のた

め、防災のため、地球環境のため。 

2010 年から 2019 年の 10 年間の「住民基本台帳移動報告」のデータから女性の純減数が

男性の純減数を上回っている。男性に比べ女性のほうが地元にいづらい何かがある。年齢は

22 歳、18 歳 20 歳卒業のタイミングとなる。若者が都市部に移動するのは理由がある、それ

を是正しなければ止めることはできない。 

日本の出生率が低下しているのは子供 1 人の家庭が増えているからである。スウェーデ

ンやアメリカで出生率が高いのは「共働き・共育てモデル」が社会に定着しているため。ま

た、所得の高い階層ほど子供が欲しいと考え、実際に子供の数も多い。 

自治体のやるべき政策は・女性の就労（自立）の場を確保する・結婚しても仕事を継続でき

る条件を整備する。 

 

「感想」 

考えていた以上の超スピードでの高齢化と少子化。本市には空港があり、今後の空港の発

展を考えると生産人口は増えていくが、生涯、住んでもらうための施策が必要。また地域の

高齢化率は高く、地域が広いがゆえに、地域の抱える課題が違うのでそれに合わせた対応が

重要である。まず若者の結婚の出会いの場、結婚しやすい環境、応援金。子育てしやすい、

住みやすい、保育園の内容の充実。また何が今必要なのかのリサーチと問題への対応。若者



を地域にＩターン。Ｕターンさせる何かを早急に実施する必要があると考える。人材不足を

カバーするための、市民の意識の変革も故意的に進める必要がある。また高齢者が地域の問

題の解決を担える人材になるよう意識できるようすること、など考えなければならない。 

 

７月１日 ２限目 

これからの子育て支援 

   日本福祉大学 教育・心理学部 子ども発達学科 教授  渡辺 顕一郎 

１ 日本における「家庭支援の動向」 

子ども・子育て支援新制度、2015 年度からは幼児期の学校教育や保育、地域の子育 

て支援の量の拡充や質の向上をすすめていくためにスタート。2016 年度からは「女性 

の職業生活における活躍の推進に関する法律がスタート。2019 年からは幼児教育・保 

育の無償化がスタート。こども基本法が施行、こども家庭庁が創設された。 

 ２ 予防型支援と包括的な仕組みづくり（こども家庭センター） 

   子育て支援が目指すものは「地域や社会全体で子育てを支える」地域における子育て

の中で例えば児童虐待の発生を予防していく。2020 年までに市町村は妊娠期から子

育て期までの切れ目のない支援を提供する「子育て世代包括支援センター」の設置が

求められた。また、専門的な相談対応や必要な調査、訪問等、継続的なソーシャルワ

ーク業務ができるよう家庭総合支援拠点の設置に努める。2024 年度からは「子育て

世代包括支援センターと「子ども家庭総合支援拠点」は 1 本化「こども家庭センタ

ー」に成立。 

 ３ 少子化の背景にある経済的要因  

子育ての費用として、１人、18 歳までに 1,693 万円として試算されている。 

 ４ 子育て家庭に対する経済的支援 

５ 子育て支援が必要とされる背景 

地域の社会関係が希薄になり、親族や近隣等の支えが得られず子育てを行う家庭が 

増える中、家庭の孤立化を防ぎ、社会的に子育てを支えることが必要。 

６ 地域の子育て支援施設の充実と多機能化 

一時預かりや利用者支援事業などの多の子育て支援施設など併設する多機能化（複 

合化）の取組 

 

「感想」 

 本市としても取組みつつある施策であるが、現実に機能するまでに時間がかかると 

思われる。しかし、年々出生数が下がっている今日、何か対策をしなくてはならない。 

どこも同じ様な子育て支援をしているが、若い世代はどこに家を構え、子育てしてい 

るのかよくリサーチしている。そんな中で選んでもらえるような事業の持続的な展開

が必要である。結婚したくてもできない貧困の問題。Ｚ世代特有の考え方。どこに答が



あるかわからないが、とにかく発信をし、選んでもらえるよう努力するしかない。 

 

７月２日 １限目 

データから読み解く日本の少子化の要因 

  聖路加国際大学 公衆衛生大学院  客員准教授  坂元 晴香 

日本の少子化の原因は若い世代の価値観の変化、恋愛や結婚を面倒だと思っている等、デ

ータに基づかない思い込み。最大の要因は未婚者の増加。生涯未婚率（50 歳時の未婚割合）

1980 年 男性 2.6％、女性 4.42％  2015 年 男性 23.37％ 女性 14.06％ 格差が明確

になる。女性（18-49）収入と婚姻の関係はＵ字型で、収入が低い層と収入が高い層で結婚

率が高い、男性（40-49）高学歴ほど結婚している、収入が高い層が結婚している。結婚相

手に求めるものは男女とも学歴・経済力・男女とも経済力・安定した雇用がある人はより結

婚し、そうでない人は未婚のままという二極化の傾向。 

子供の数にも表れる「格差」。年収が上がるほど、子供の数が増える傾向がある。 

女性の高学歴は少子化の原因なのか。1971 年以降では差異は見られなくなっている。 

少子化対策のために何をすればよいか。子育て支援と少子化対策は同じではない。 

日本の倍近い家族関係政府支出のアイスランドやフィンランドでも、合計特殊出生率は

日本に近づきつつある。2000 年 アイスランド 2.08、フィンランド 1.73、2021 年アイスラ

ンド 1.46、フィンランド 1.46。では、少子化対策として何をすればよいか。 

・子供のいる世帯への経済的支援（児童手当、家族手当、所得控除、税額控除など）西欧で

は第３子以降で特に手厚い支援で、一定関係の相関は見られている。育児休暇の影響も限

定的ではあるが緩やかに、出生率に寄与しうる。男性の育児休暇は世界的にもエビデンス

は乏しい。 

ハンガリーの少子化対策 

・子供４人で生涯所得税ゼロ・子供３人で新車購入の補助 

・マイホーム補助金＋住宅ローン減税・育児休暇３年（所得７割保証）・学生ローン返済免 

除 合計特殊出生率 2011 年 1.23、2019 年 1.49 

少子化は就職氷河期世代とその後に続く停滞した社会の犠牲、社会構造を変えることが

必要。データに基づく政策を。今は少子化ではなく少母化である。 

「感想」 

まさに今まで思い込んでいたことが、何の根拠もなくただ、そういわれている。周りを見

てもそうだなと勝手に思い込んでいたとは何か恐ろしい気さえした。やはり根拠とするに

はデータからなる情報だけである。今ＡＩによる情報が流通し、拡散されている中、情報と、

どう向き合うことが重要であるか自分自身考える必要であると思った。 

子育て支援と少子化対策は違うと言われては、では何をもって少子化対策はなのか。やれ

ることを何でもやって、若い世代の方々が将来を安心できる社会であると思ったときに、少

し上向きになるのか。でも、これからは今までやったことがないような、新しいことに挑戦



し考えを変えること、それこそが重要だと思った。 

 

７月２日 ２限目 

福祉・介護サービスの人材確保と育成 

  島根大学法文学部 法経学科 教授  宮本 恭子 

介護人材をめぐる動き 

2022 年度、介護業界をやめた人の数が働き始めた人の数を初めて上回り、６万人以上

が離職。介護保険が始まって以来、初めてのこと。40 年度には 70 万人近い人手不足が想

定されている。介護報酬減で訪問介護が危機となっている。ヤングケアラーが増加してい

るが、誰かに相談することもできず把握されていない。 

今後の人口の見通し 

 2025 年以降も後期高齢者は増加が見込まれ、生産年齢人口は急速な減少を迎える。

「2040 年問題」2025 から 2040 年のわずか 15 年で現役人口（20-64）が約 1,000 万人も減

少する。日本経済は深刻な労働不足に直面する。人口減少に加え地域課題が多様化・複雑

化する中、本来その解決を担うべき地方公共団体は財源や人材の不足により、サービスを

提供できる領域が縮小していく見込み。2023 年の出生数は 75.9 万人、過去最少。過去 10

年間で30万人近くも減少。社会保障制度を保つことができない可能性。将来推計では2033

年には１世帯平均 2 人未満、未婚の高齢者も急増。 

消費の立場から見た高齢化 

 コンビニの単日の売り上げで「１番売り上げが高い日は」年金支給日、生活保護費支給

日、給料日となっている。高齢化が社会保障収入に依存している。 

介護改革の必要性 介護予防の取り組みを進め、介護認定率を引き下げ、85 歳以上の

人口造を見据え介護保険の見直しを進める。 

福祉・介護人材不足  40 年度には 280 万人の介護職員の確保が必要と試算。2023 年

11 月、介護分野の求人倍率は 4.29 倍（全産業では 1.28 倍）人材の不足感を持つ介護事

業所は 66.3％ 訪問介護員では 83.5％ 人材不足の介護業界では、高齢者の雇用は進む。

ＩＴ化やロボットの活用、業務の簡素化・効率化、縮小社会における介護・福祉人材確保

育成策、家族介護者の支援、看護と介護の共通基礎教育、共通基礎資格の導入。 

「感想」 

介護の実態も大変危機的状況である。報酬の引き上げを試みるも、他の業種の報酬引き上

げが高く、上がった感がないのが現状。超高齢化社会をどう迎えるか、やはり予防に力をい

れ、元気な高齢者でいてもらう。そして高齢者にもっと社会で働いてもらうことが必要であ

る。そのために高齢者が働きやすい環境の整備、休暇の取り方、多様性の問題、外国人労働

者の問題など、問題を早期に解決し実践に進まなかったらどうなるのか。地域間の格差も生

じてくるでしょう。今や自治体間での競争が激しくなっている。問題を的確に捉え、将来で

はなく、もうすでに始まっている高齢者問題にどう取り組んでいくのか重要な課題である。 



７月２日 ３限目  

生活困窮者の実態と支援策――社会保障・社会福祉のあり方を考える―― 

   大阪公立大学大学院 生活科学研究科 教授  垣田 祐介 

生活困窮の多様な側面を捉える視点 

生活困窮とはお金が足りないという面だけではない。 

どの様に捉えるかによって対応策は大きく異なる。 

生活に困窮する夫婦の仕事探しのエピソード 

①20 代の夫婦、就学前の子が２人。漢字が読めない。検査をすると知的障害があった。 

②母親に知的障害の疑いあり、子は小学２年生、母のパートの賃金と児童扶養手当で月収

10 万円を切る。母は調理ができず、食事はインスタント食品か総菜、家に暖房器具は

ない。親子とも昼夜逆転の生活、子供は不登校、生活に困っている人はどこにいるのか。

相談窓口を設けたとしても、相談が寄せられるかわからない。 

コロナ禍における生活困窮者の実態と支援実践 調査研究で得た知見 

感染拡大前から生活基盤が不安定だった世帯が多い（非正規雇用、借金・滞納、病気・ 

 障害）相談内容や困りごとは複合的で、金銭面の困りごとだけではない。社会的孤立を視 

野に入れて福祉を考える。地域で見守る、地域で支えるというときの「地域」という言葉 

には具体性がない。誰が支えるのか、具体名で語らなければならない。 

「感想」 

生活困窮者の多様な側面。エピソードにはとても驚いた。生活困窮なら仕事を見つければ

生活が良くなると思っていた。仕事が見つからないのは選んでいるからではないかと。しか

し、仕事を見つけられない理由があり、その理由まで考えることが出来なかった。生活が困

窮する原因は複雑で多岐にわたり、一人一人違う理由が重なり合って問題となっている。 

この問題を解決するにはどうすればよいのか。お金だけでは解決しない。ではどうすれば

良いか。とても難しい。生活困窮者への伴走型支援。どのような支援が求められているのか

もっと実態について勉強する必要を感じた。 

 

７月２日 ４限目  

高齢者福祉と地域共生社会における市町村議会の役割 

   （株）ニッセイ基礎研究所 上席研究員  三原 岳 

介護保険は財源不足と人材不足が大きな制約条件となりつつあり、対応策が焦点となっ

ている。財源不足では高齢化と様介護者の増加を受けて、介護保険の費用は 20 年間で３倍

に。高齢者が支払う月額平均保険料は 6,000 円を突破。人材不足では、介護現場は慢性的な

人材不足、2040 年では約 70 万人が不足と推計。介護職員の処遇改善、外国人労働者、ボラ

ンティアの拡大、ＩＣＴ、ロボットの活用。 

人材不足生産性向上の自治体の役割。介護現場の生産性向上の推進に関して、自治体を中

心に一層取り組みを推進するため、自治体の役割を法令上明確にすることが適当であると



提言された。2024 年介護報酬改定では生産性向上を支援する加算が創設。 

地域の実情とは何か。人口構成や今後の人口動態、産業の集積、コミュニティのつながり、

地理的条件など地域で異なる分「課題」は変わっている。 

2024 年１月認知症基本法施行。自治体に対し、認知症施策推進計画の策定を努力義務と

して求めている。 

医療介護連携を考える。豊明市のカンファレンス。ケアマネジメントを通じて、一人の生

活を様々な視点で支える「個の視点」に加えて、地域づくりまで意識する「面の視点」。専

門性の向上と田の職種への技術移転に配慮。総合事業では短期集中によるリハビリテーシ

ョンの強化に加え、住民主体型で多様な「担い手」が増えることで、要支援高齢者の外出機

会を確保し、介護予防を強化する流れが想定されていたが拡大は進まなかった。地域支援事

業の改善が求まられている。地域共生社会とは。難易度が高い「重層的支援体制整備事業」

認知症条例を先行的に制定した自治体もある。 

 ヤングケアラー調査も書く自治体で実施されている。地方議会への期待。 

「感想」 

いろいろな高齢者福祉施策について改めて学んだ。そして、今後の課題も明確に教えてい

ただいた。地域ごとに解決の仕方も違い、またその施策に対し、議会としても働いていく大

切さを学んだ。高齢化率の高い本市。北から南までの距離の長さ。それぞれの地域での課題

をどうやって解決していくのかしっかり対応していかなければならない。 

 

7 月３日 １限目・２限目 

「生活のしづらさのある人たち」への専門的なケアと地域社会との関わりを考える 

前半 民間専門機関との連携（専門職、医療・介護・福祉事業所） 

後半 地域住民との協働（非専門職、民間事業やも含む） 

グループワークを行いその後、発表会が行われた。 

「感想」 

全く違う地域からの参加者によるグループワークはとても参考になった。もちろん市町

の規模も財政状況等で違いはあるが、それぞれ行っている施策はいろいろ違うなと思った。

「生活のしづらさのある人たち」への支援では、なかなか支援を伝えられない、自分が困難

にあることが理解できない、支援を拒むなど本当にたくさんの事例がある。この課題にはこ

れという確かな回答はなく、行政だけでなく、地域、専門家など多くの方々との協力なしで

は前に進まないのが現状である。 

今回の研修は多岐にわたった社会保障についての学びだったが、とても多くのことを学

ぶことができた。この学びで得たことをしっかり議員活動の中で生かしていきたい。 


